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１ 人口と障がい者手帳所持者の推移 

本市の総人口の推移をみると、平成 23 年から令和 2 年にかけて 6,568 人減少する一

方で、65歳以上の人口は 12,600 人増加しており、高齢化が顕著に表れています。 

障がい者手帳所持者の推移をみると、平成 22年度から令和元年度にかけて、1,046 人

増加しており、総人口に占める手帳所持者の割合も、5.31％から 5.85％に増加してい

ます。 

（単位：人） 

年 H23.4.1 H27.4.1 R2.4.1 

総人口 ※H28 年から外国人を含む 268,554 265,521 261,986 

 65 歳以上 63,257 73,018 75,857 

    

年 度 H22 H27 R1 

障がい者手帳所持者合計数（各年度 3 月末） 14,273 15,413 15,319 

総人口に占める手帳所持者の割合（％） 5.31 5.80 5.85 

＜人口と障がい者手帳所持者の割合の推移＞ 

(人)                                 （％） 
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２ 障がいのある人の状況 

（１）障がい者手帳所持者の推移 

平成 22 年度から令和元年度の手帳所持者の総数は 14,273 人から 15,319 人と 1,046

人、7.3％の増加となっておりますが、障がい種別でみると、身体障害者手帳所持者は

8.2％減となっているものの、療育手帳所持者は 30.9％増、特に精神障害者保健福祉手

帳所持者は約 2.2 倍と大幅に増加しています。 

また、令和元年度の障がい種別の手帳所持者の割合は、身体障害者手帳 68.3％、療育

手帳 14.3％、精神障害者保健福祉手帳 17.4％となっており、身体障害者手帳所持者の

占める割合が高くなっています。 

                      （単位：人） 

年 度 H22 H27 R1 

障がい手帳所持者合計数（各年度 3 月末） 14,273 15,413 15,319 

 

身体障害者手帳 11,399 11,510 10,464 

療育手帳 1,669 1,905 2,184 

精神障害者保健福祉手帳 1,205 1,998 2,671 

 

＜３障がいの手帳所持者の推移＞ 

 

（２）身体障害者手帳所持者の状況 

 身体障害者手帳所持者について、平成 29 年度を境に減少しています。 

令和元年度において、等級別では 1級が最も多く 30.6％、障がい区分別では、肢体不 

自由が最も多く 53.3％を占めています。 

年齢構成別では、平成 27 年度と比較すると 65歳以上の割合が増加しており、

76.0％を占めています。 
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＜手帳交付状況の推移＞ 

○等級別（各年度 3月末）                     （単位：人） 

 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 合計 

平成 27 年度 3,446 1,695 2,359 2,736 566 708 11,510 

28 3,465 1,707 2,371 2,746 571 716 11,576 

29 3,356 1,586 2,286 2,647 568 656 11,099 

30 3,354 1,584 2,270 2,597 537 648 10,990 

令和元年度 3,204 1,492 2,171 2,502 491 604 10,464 

○障がい区分別（各年度 3 月末）                   (単位：人） 

 視覚 聴覚 音声言語 肢体 内部 合計 

平成 27 年度 752 958 129 6,417 3,254 11,510 

28 758 957 131 6,462 3,268 11,576 

29 689 929 120 6,102 3,259 11,099 

30 689 930 122 5,938 3,311 10,990 

令和元年度 658 868 118 5,582 3,238 10,464 

○年齢構成別(H27 年度 3月末)                   （単位：人） 

 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 合計 

0～18 歳 112 34 27 22 7 11 213 

19～64 歳 876 459 467 526 172 141 2,641 

65 歳以上 2,458 1,202 1,865 2,188 387 556 8,656 

合計 3,446 1,695 2,359 2,736 566 708 11,510 

(R1 年度 3月末）                   （単位：人） 

 1 級 2 級 3 級 4 級 5 級 6 級 合計 

0～18 歳 89 34 23 21 4 13 184 

19～64 歳 828 409 390 428 154 115 2,324 

65 歳以上 2,287 1,049 1,758 2,053 333 476 7,956 

合計 3,204 1,492 2,171 2,502 491 604 10,464 
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平成27年度

0～18歳 19～64歳 65歳以上
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21.7%

69.1%

9.2%

令和元年度

0～18歳 19～64歳 65歳以上

（３）療育手帳所持者の状況 

療育手帳所持者は年々増加傾向にあり、特にＢ2 については平成 27 年度の約 1.3 倍

増加しています。 

令和元年度において、障がい程度別ではＢ2が最も多く 35.6％、年齢構成別では、19

～64 歳が 69.1％を占めています。平成 27 年度と比較すると 19～64 歳、65 歳以上の割

合は減少している一方、0～18 歳の割合は増加しています。 

＜手帳交付状況の推移＞ 

○障がい程度別（各年度 3月末）                   （単位：人） 

 A1 A2 B1 B2 合計 

平成 27 年度 691 50 553 611 1,905 

28 705 46 569 665 1,985 

29 710 49 582 650 1,991 

30 717 53 609 746 2,125 

令和元年度 725 56 626 777 2,184 

○年齢構成（H27 年度 3 月末）                    （単位：人） 

 A1 A2 B1 B2 合計 

0～18 歳 92 8 103 200 403 

19～64 歳 515 34 387 388 1,324 

65 歳～ 84 8 63 23 178 

合計 691 50 553 611 1,905 

(R1 年度 3月末)                     （単位：人） 

 A1 A2 B1 B2 合計 

0～18 歳 87 9 122 256 474 

19～64 歳 548 38 431 492 1,509 

65 歳～ 90 9 73 29 201 

合計 725 56 626 777 2,184 
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（４）精神障害者保健福祉手帳所持者の状況 

精神障害者保健福祉手帳所持者は年々増加傾向にあり、特に 3 級については平成 27

年度の約 1.5 倍増加しています。 

令和元年度において、等級別では 2 級が最も多く 66.9％、年齢構成別では、19～64

歳が 78.7％を占めています。平成 27 年度と比較すると 19～64 歳、65 歳以上の割合は

減少している一方、0～18 歳の割合は増加しています。 

＜手帳交付状況の推移＞ 

○等級別（各年度 3 月末）                      （単位：人） 

 1 級 2 級 3 級 合計 

平成 27 年度 96 1,388 514 1,998 

28 102 1,510 573 2,185 

29 110 1,601 613 2,324 

30 124 1,683 698 2,505 

令和元年度 123 1,787 761 2,671 

○年齢構成（H27 年度 3月末）                    （単位：人） 

 1 級 2 級 3 級 合計 

0～18 歳 3 13 8 24 

19～64 歳 41 1,103 435 1,579 

65 歳～ 52 272 71 395 

合計 96 1,388 514 1,998 

     (R1年度 3月末)                      (単位：人) 

 1 級 2 級 3 級 合計 

0～18 歳 4 27 23 54 

19～64 歳 49 1,405 648 2,102 

65 歳～ 70 355 90 515 

合計 123 1,787 761 2,671 
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（５）難病患者等 

 難病は、原因が不明で治療方法が確立していない疾病をいい、平成 27年 1 月より「難

病の患者に対する医療費等に関する法律」が施行され、指定難病の患者に対して、医療

費の助成が行われています。 

 令和 2 年 3 月 31 日現在、本市の特定医療費（指定難病）支給認定状況は、1,887 件

であり、ほぼ横ばい傾向にあります。 

 

＜特定医療費（指定難病）支給認定件数の推移（各年度 3月 31 日現在）＞  （件） 

 

 治療期間が長く、医療費負担が高額になる児童の慢性疾病の患者に対しては、平成 27

年１月に児童福祉法が一部改正され、小児慢性特定疾病医療費として助成が行われてい

ます。 

 令和 2 年 3 月 31 日現在、本市の小児慢性特定疾病医療費の支給認定状況は、227 件

であり、平成 30 年度に子ども医療費の窓口無料化により大幅に減少している状況です。 

 

＜小児慢性特定疾病医療支給認定件数の推移（各年度 3月 31 日現在）＞   （件） 
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（６）障がいのある人の雇用と就労の状況 

 本県の 2.2%の法定雇用率が適用される民間企業（法定常用労働者数 45.5 人以上規模

の企業・令和元年 6月 1日現在）の数は、748 社で、過去最高となっています。  

民間企業で雇用されている障がいのある人の数は、2,757 人（身体障がいのある人

1,629 人、知的障がいのある人 711 人、精神障がいのある人 417 人）で、前年より 17.0

人減少しました。雇用者のうち、精神障がいのある人は 51.5 人増加しましたが、身体

障がいのある人は 11.0 人、知的障がいのある人は 57.5 人減少しました。 

常用労働者数に対する割合（実雇用率）は、2.35%となっており、全国平均の雇用率

2.11%を上回っています。 

法定基礎労働者数は、前年より 1822.5 人増加しましたが、雇用された障がい者数は

17.0 人減少しました。 

法定雇用率（2.2%）を達成している企業の割合は、57.1%となっており、全国平均の

雇用率 48%を上回っています。  

＜障がいのある方の雇用状況＞ 

 H27 H28 H29 H30 R1 

事業数 650 651 652 737 748 

常用雇用労働者数 110,735.5 112,163.0 115,129.5 121,302.0 123,107.5 

法定基礎労働者数 105,582.5 106,765.0 109,582.5 115,393.0 117,215.5 

 身体障がい 1,499.0 1,541.0 1,600.0 1,640.0 1,629.0 

 知的障がい 696.0 684.0 738.5 768.5 711.0 

 精神障がい 252.0 242.0 294.0 365.5 417.0 

 計 2,447.0 2,467.0 2,632.5 2,774.0 2,757.0 

実雇用率（％） 2.32 2.31 2.40 2.40 2.35 

達成企業数 346 370 382 417 427 

達成企業割合（％） 53.2 56.8 58.6 56.6 57.1 

＜障害者実雇用率＞                         （単位：％）

 

＜法定雇用率達成企業割合＞                    （単位：％） 

障害者実雇用率・法定雇用率達成企業割合 出典：福井労働局「障害者雇用状況集計結果」 

53.2
56.8 58.6 56.6 57.1

47.2 
48.8 50.0 

45.9 
48.0 

45

50

55

60

H27年 H28年 H29年 H30年 R1年
福井県 全国



－ 12 － 

 

本県の民間企業や官公庁等において一般就労している障がいのある人は、身体障がい

のある人が 2,170 人と最も多く、38.6%を占めています。就労継続支援 A 型事業所では

精神障がいのある人が 638 人と最も多く、49.6％を占めています。就労継続支援 B型事

業所では知的障がいのある人が 1,101 人と最も多く、51.5%を占めています。 

就労継続支援 A型事業所の賃金は、全国平均を上回っており高い水準を維持し、就労

継続支援 B型の工賃も、全国平均を上回っています。 

＜障がい者就労の分布＞ 

出典：福井県障がい福祉課資料 

＜就労継続支援 A型事業所賃金の推移＞                （単位：円）

＜就労継続支援 B 型事業所工賃の推移＞               （単位：円） 

         就労継続支援事業所賃金（工賃） 出典：工賃・賃金実績調査（厚生労働省調べ） 
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 本市では、障がい者雇用調整員が企業訪問による就労体験先の開拓等を行い、一般企

業への就労を促進しています。また、就労後の定期的な定着支援も行っています。 

 障がい者雇用調整員による就労先企業を見ると、事業を開始した平成 27 年度では、

2業種 10 企業でしたが、企業開拓を進めた結果、令和元年度においては、10 業種 19 企

業へと幅広い業種に就労先が拡大しています。 

＜障がい者雇用調整員による業種別就労企業延数＞          （単位：社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H27 H28 H29 H30 R1
R2

(9月末）
計

製造 2 3 4 5 3 17

小売 9 3 2 1 1 1 17

販売 1 1

運送 1 1 2

物流 1 1

IT 1 2 3

メディア系 1 1

 レンタル・リース 1 2 2 5

クリーニング 1 1

 冠婚葬祭 1 1 2

飲食業 1 1 2

宿泊業 1 1

 入浴施設 2 2

 福祉関連 1 1 3 1 6

病院 2 2

学校 1 1

郵便 1 1 2

官公庁 1 1 2

10 6 10 13 19 10 68

年度

計

※67人68社（1名は同一年度内に2社に就職）

業
種
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（７）発達障がいのある人の状況 

 発達障がいの専門の相談拠点として設置している「発達障がい相談支援事業所」や、

市域を 4地区に分けて設置している「地区障がい相談支援事業所」における相談件数は、

年々増加しています。特に障がい者の方の相談が平成 29 年度と比較すると 2 倍以上に

なっています。相談内容としては、主に保育や教育・就労支援等が年々増加しています。  

＜相談件数＞  

〇相談対応件数（延べ） 対象 H29 年度 H30 年度 R1 年度 H29/R1 

発達障がい 

相談支援事業所 

障がい児 1,143 件 1,547 件 1,565 件 1.37 

障がい者 402 件 580 件 639 件 1.59 

地区障がい者 

相談支援事業所 

障がい児 83 件 192 件 310 件 3.73 

障がい者 391 件 453 件 1,044 件 2.67 

発達障がい児 小計 1,226 件 1,739 件 1,875 件 1.53 

発達障がい者 小計 793 件 1,033 件 1,683 件 2.12 

計 2,019 件 2,772 件 3,558 件 1.76 

 

＜相談支援件数の推移＞                         （人） 
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（８）災害時の障がいのある人への支援の状況 

 高齢者や障がいのある人など、災害時の避難に支援を必要とする方の中で、地域への

情報提供に同意いただいた方の名簿を市が作成し、その情報を地域に提供することで、

平常時の見守り活動や災害時の支援体制づくりに活用しています。 

 市内の障がい手帳を所持している人のうち、「避難行動援護者名簿」に登録している

障がいのある方は、2,792 人（身体障がい 2,099 人、知的障がい 240 人、精神障がい 453

人（令和 2年 7月 31 日現在））となっています。 

 また、市内の福祉避難所は、61 施設で 442 人（令和 2 年 7 月 1 日現在）が受け入れ

可能となっていますが、そのうち障がい者福祉施設が福祉避難所となっているのは、6

施設で 57人が受け入れ可能となっています。 

 

＜福井市避難支援プラン＞ 
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３ 障害福祉サービスの提供状況（障害者総合支援法） 

（１）障害福祉サービス支給決定者数の推移 

令和元年度の支給決定者数は 2,570 人で、平成 27 年度と比べると 18.4％増加してい

ます。中でも精神障がい者の伸び率は 33.3％と大きく、占める割合も 29.2%から 32.8％

と増加しています。また、年齢構成の割合は、ほぼ横ばいです。 

＜障害福祉サービス支給決定者数（各年度 3月末）＞ （単位：人） 

 H27 R1 

支給決定者数 2,170 2,570 

＜障がい種別支給決定者数（各年度 3 月末）＞            （単位：人） 

 身体 知的 精神 障がい児 難病等 合計 

H27 551 891 633 95 0 2,170 

R 1 604 1,030 844 85 7 2,570 

伸び率（％） 9.6 15.6 33.3 ▲10.5 - 18.4 

＜障がい種別割合の推移＞ 

＜年齢構成別支給決定者数（各年度 3月末）＞            （単位：人） 

 0～18 歳 19 歳～64 歳 65 歳～ 合計 

H27 95 1,812 263 2,170 

R 1 85 2,155 330 2,570 

伸び率（％） ▲10.5 18.7 25.5 18.4 

＜年齢構成別割合の推移＞ 
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（２）障害福祉サービス給付費の推移 

障害福祉サービス給付費は、平成 27 年度からの 5 年間で、約 1.2 倍、8 億 7 千万円

増加しています。特に訪問系サービスの給付費及び相談支援の給付費の伸び率が上昇し

ています。 

＜障害福祉サービス事業の推移（各年度 3月末）＞ 

 H27 R1 H27/R1 

支 給 決 定 者 数

（人） 
2,170 2,570 1.2 

利用延人数（人） 35,970 43,558 1.2 

 訪問系 3,406 4,670 1.3 

日中活動系 21,453 25,674 1.2 

居住系 7,375 7,300 ▲1.0% 

相談支援 3,736 5,914 1.6 

給付費（円） 4,687,803,956 5,558,089,598 1.2 

 訪問系 340,460,530 464,366,533 1.4 

日中活動系 3,213,170,635 3,844,556,719 1.2 

居住系 1,073,998,171 1,169,080,139 1.1 

相談支援 60,174,620 80,086,207 1.3 

 

＜利用延人数及び給付費の推移＞ 
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＜利用延人数の推移＞                       （単位：人） 

 

＜サービス別給付費の推移＞                   （単位：百万円） 
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（３）地区相談支援事業所別 支給決定者数（令和 2年 8月 1 日現在） 

 4 地区の事業所当たりの障害福祉サービスの支給決定者数は、ほくとう地区が最も少 

なく、ほくせい地区が最も多いことから、ほくとう地区では事業所が充足している一方、 

ほくせい地区の事業所が比較的少ない状況となっています。 

※支給決定時の住民票の住所 

※複数サービスの支給決定者については、それぞれのサービスで計上 

 

ほくとう 春山、松本、宝永、順化、日之出、旭、啓蒙、岡保、東藤島、和田、円山

ほくせい 鶉、棗、鷹巣、本郷、宮ノ下、国見、大安寺、中藤島、森田、河合、西藤島、明新

なんとう　 豊、木田、酒生、一乗、上文殊、文殊、六条、東郷、美山、清明、麻生津

なんせい 足羽、湊、社南、社北、社西、日新、東安居、安居、一光、殿下、清水東・西・南・北、越廼

地 区 内 訳

ほくとうほくせいなんとうなんせい 計

支給決定者数 160 54 80 99 393

事業所数　 17 4 5 6 32

支給決定者数 2 2 2 4 10

事業所数 14 3 4 5 26

支給決定者数 0 2 0 1 3

事業所数 5 0 1 0 6

支給決定者数 19 15 11 17 62

事業所数 3 0 0 2 5

支給決定者数 3 8 6 7 24

事業所数 0 0 0 0 0

支給決定者数 153 103 158 195 609

事業所数 9 4 7 12 32

支給決定者数 126 94 104 116 440

事業所数 4 3 8 7 22

支給決定者数 21 24 71 83 199

事業所数 0 1 3 4 8

支給決定者数 91 21 63 61 236

事業所数 9 2 9 8 28

支給決定者数 1 1 1 0 3

事業所数 0 0 1 0 1

支給決定者数 6 6 21 8 41

事業所数 3 1 3 0 7
支給決定者数 0 0 2 2 4

事業所数 0 0 1 1 2

支給決定者数 3 1 3 2 9

事業所数 0 0 1 0 1

支給決定者数 22 14 20 12 68

事業所数 2 1 3 2 8

支給決定者数 132 85 124 120 461

事業所数 10 3 7 3 23
支給決定者数 241 137 183 203 764
事業所数 14 3 11 9 37
支給決定者数 4 5 4 4 17
事業所数 0 0 1 1 2
支給決定者数 0 0 0 0 0
事業所数 2 0 3 0 5
支給決定者数 2 1 1 2 6
事業所数 2 0 3 0 5
支給決定者数 645 385 556 609 2,195

事業所数 9 4 6 4 23

支給決定者数(計画相談除く） a 986 573 854 936 3,349
事業所数 b 103 29 78 64 274
事業所当たりの支給決定者数 a/b 10 20 11 15

地域移行支援

地域定着支援

計画相談支援

計

就労定着支援

生活介護

短期入所

施設入所

共同生活援助

自立訓練（機能）

自立訓練（生活）

宿泊型自立訓練

自立生活援助

就労移行

就労継続（Ａ型）

就労継続（Ｂ型）

療養介護

居宅介護

重度訪問介護

行動援護

同行援護

                      　地区
サービス種類
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４ 障害児通所支援の提供状況（児童福祉法） 

（１）障害児通所支援支給決定者数の推移 

令和元年度の支給決定者数は 746 人で、平成 27 年度と比べると 79.3%増加していま

す。中でも、発達障がいを含む精神障がいの割合は、44.0％から 59.4％と増加し、伸び

率も約 2.5 倍と大幅に増加しています。 

＜障害児通所支援支給決定者数（各年度 3月末）＞   （単位：人） 

 H27 R1 

支給決定者数 416 746 

＜障がい種別支給決定者数（各年度 3月末）＞            （単位：人） 

 身体 知的 精神 合計 

H27 87 146 183 416 

R 1 94 209 443 746 

伸び率（％） 8.0 43.2 142.1 79.3 

＜障がい種別割合の推移＞                     （単位：人） 
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（２）障害児通所支援給付費の推移 

障害児通所支援給付費は、平成 27 年度からの 5 年間で約 2.3 倍、4 億 4 千万円増加

しています。特に、放課後等デイサービス及び保育所等訪問支援の伸び率が上昇してい

ます。その主な要因としては、放課後等デイサービスの事業所数が倍増したことや利用

者ニーズの高まりにより増加したことが考えられます。 

＜障がい児通所支援事業の推移（各年度 3月末）＞ 

 H27 R1 H27/R1 

支給決定者数（人） 416 746 1.8 

利用延人数（人） 5,197 9,115 1.8 

 児童発達支援 1,304 1,483 1.1 

 放課後等デイサービス 2,673 5,973 2.2 

 保育所等訪問支援 111 271 2.4 

 居宅訪問型児童発達支援 - 2 ‐ 

 障がい児相談支援 1,109 1,386 1.3 

給付費（円） 333,659,889 770,370,020 2.3 

 児童発達支援 81,522,406 91,813,767 1.1 

 放課後等デイサービス 230,930,883 644,520,179 2.8 

 保育所等訪問支援 1,754,009 5,481,845 3.1 

 居宅訪問型児童発達支援 0 110,775 - 

 障がい児相談支援 19,452,591 28,443,454 1.5 

 

＜利用延人数及び給付費の推移＞ 

 

給
付
費
（
百
万
円
） 

延
人
数
（
人
） 

63百万円

334百万円

770百万円

1,346 人

5,197 人

9,115 人

0

100

200

300

400

500

600

700

800

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

給付費 利用延人数



－ 22 － 

 

＜利用延人数の推移＞                       （単位：人） 

 

＜サービス別給付費の推移＞                  （単位：百万円） 
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（３）地区相談支援事業所別 支給決定者数（令和 2年 8月 1 日現在） 

 4 地区の事業所当たりの障害児通所支援サービス支給決定者数は、ほくとう地区が最 

も少なく、なんせい地区が最も多いことから、障がい者同様、ほくとう地区では事業が 

充足しています。一方、なんせい地区の事業所は比較的少ない状況となっています。 

※支給決定時の住民票の住所 

※複数サービスの支給決定者については、それぞれのサービスで計上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ほくとう 春山、松本、宝永、順化、日之出、旭、啓蒙、岡保、東藤島、和田、円山

ほくせい 鶉、棗、鷹巣、本郷、宮ノ下、国見、大安寺、中藤島、森田、河合、西藤島、明新

なんとう　 豊、木田、酒生、一乗、上文殊、文殊、六条、東郷、美山、清明、麻生津

なんせい 足羽、湊、社南、社北、社西、日新、東安居、安居、一光、殿下、清水東・西・南・北、越廼

地 区 内 訳

　　　　　　　　　地区
サービス種類

ほくとうほくせいなんとうなんせい 計

支給決定者数 43 33 33 29 138
事業所数 8 5 2 1 16
支給決定者数 182 165 129 159 635
事業所数 13 10 7 10 40
支給決定者数 33 18 11 18 80
事業所数 4 2 0 1 7
支給決定者数 1 0 0 0 1
事業所数 0 2 0 0 2
支給決定者数 233 202 166 192 793
事業所数 7 5 5 3 20
支給決定者数(計画相談除く） a 259 216 173 206 854
事業所数 b 32 24 14 15 85
事業所当たりの支給決定者数 a/b 8 9 12 14

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

居宅訪問型児童発達支援

障害児相談支援

計
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（４）医療的ケア児等の支給決定者数の推移 

令和元年度の医療的ケア児の支給決定者数は、医療技術の進歩等を背景とした医療的

ケア児の増加や受入事業所の増加に伴い、平成 27 年度の 21 人から 30 人と増加してい

ます。 

令和元年度の重症心身障がい児の支給決定者数は、平成 27 年度の 40 人から 37 人と

ほぼ横ばいとなっています。 

＜医療的ケア※1児支給決定者数（各年度 3月末）＞ 

（単位：人） 

 H27 R1 

支給決定者数 21 30 

 

居宅介護 7 7 

短期入所 14 14 

日中一時支援 10 4 

児童発達支援 6 9 

 医療型児童発達支援 0 1 

 
放課後等デイサービス 15 18 

保育所等訪問支援 2 5 

＜R1 支給決定者（30 人）の年齢構成＞              （単位：人） 

～3歳 4～6 歳 7～9 歳 10～12 歳 13～15 歳 16～18 歳 

7 4 6 3 5 5 

＜重症心身障がい児※2支給決定者数（各年度 3月末）＞ 

（単位：人） 

 H27 R1 

支給決定者数 40 37 

 居宅介護 3 4 

 短期入所 9 21 

 日中一時支援 19 7 

 児童発達支援 9 7 

 
医療型児童発達支援 0 0 

放課後等デイサービス 29 27 

 保育所等訪問支援 7 2 

＜R1 支給決定者（37 人）の年齢構成＞              （単位：人） 

～3歳 4～6 歳 7～9 歳 10～12 歳 13～15 歳 16～18 歳 

5 1 9 3 9 10 

※1 医療的ケア：人工呼吸器、気管切開、経管栄養、吸引、導尿、在宅酸素療法、中心静脈栄養 

※2 重症心身障がい児：重度の知的障がい(Ａ１程度)と重度の肢体不自由が重複する児童 




